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都道府県がん診療連携拠点病院としてできること 
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目的  

当 の がん登録実務は、2 名体制で行われているが、一 年、実務 4 年目の職員が離

職し期限 のデータ提 が ぶまれる事態となった。当 に限らず、 においても 1 人

ないしは 2 人で実務を行っている場合が多く、1 人が異動（または離職）することに って、

実務の 続性が ぶまれる事態が生じている。そのため、実務の 続性 登録データの質

をいかに担保できるのかが課題となっている 1-3)。当 は が指定する 道 県がん 連

携拠点 （県拠点）であり、その指定要件 4)においても、「 道 県 の がん登録に

関する情報の 集 がん登録の実務者の 成等を行うことが ましい」とされている

ことから、県 のがん登録実務者の 成についての事業 を検討した。 

 

方法  

 単発に行う研 会のみでの実務者 成は難しいと考え、新たにオンジョブトレーニングに

おける実務者 成 事業を 設することとした。がん登録 スタッフで基本的な 格を作

成し、 のがん登録 員会に提案、 正を加えて決 を取り事業 を行った。 

 

結果  

研 の期間はおおよそ 2 間以上とする長期研 と 3 5 日間の 期研 に分けた。 容

についても、実務 が く主に 5 大がんを中心とする初 者研 と、ある程度の を

有し 5 大がん以外とデータの集計等を中心とする中 者研 とに分けてカリキュラムを作

成した。受入人数は期間を通して 1 2 名程度とし、研 者については研 後も

続的に またはメール等による相 を行う。 用については 1 人 1 日当たり

2,000 円程度とするが、研 日程、 容、 用とも 整可とし、できるだけ負担のない方法

で実施していくこととする。県 139 へ案 を するとともに、当 のホームペー

ジに することで周知を図った 5)。 

 

考  

 平成 28 年 例から全 がん登録への が義務 されたこともあり、数件ではあるが、
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がん 連携拠点 以外からの問い合わせがあった。平成 30 年 3 月末現在、1 件の し

込みがあり 6 月の実施に向けて 備を進めている。 

 

COI 開示  

当演題発表に関し、開示すべき COI はありません。 

 

――――――― 
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